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一般会計歳出歳入：公債発行額の推移�

（注）平成12年度までは決算額。13年度は予算額。�

（年度）�

公債残高の推移� 利払費および利払費率の推移�

（注）1.公債残高は年度末実績（13年度末は見込み）�
　  2.建設公債とは、財政法第4条により、公共事業費などの財源に充てられるために発行�
　　　される公債。特例公債とは、建設公債を発行してもなお歳入が不足すると見込まれる�
　　　場合に、公共事業費等以外の財源に充てるために発行される公債です。�

（注）1.平成11年度までは決算額。12年度は補正後予算額。13年度は予算額。�
　　2.金利は昭和57年までが長期国債（10年物）応募者利回り、昭和58年から平成10年までは東証上場
　　　 国債（10年物指標銘柄）、平成11年以降は長期国債（10年物）新発債のものです。�
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平成13年度の�
１日あたりの利払�
費は約285億円。�
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特例公債残高�

建設公債残高�

0

（年度）�
41 45 50 55 60 元� 5 10 13

平成�昭和�

一般会計税収の約7年半分に相当。�

全世界の開発途上国の�
累積債務総額は�
このあたり (約230兆円)
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一般会計歳出の推移�
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公債発行額の約28兆円�
は所得税収（約18.6兆円）�
の約1.5倍。�
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●財政赤字については、次のような問題があります。�

活力ある21世紀の経済・社会の実現に大きな足枷�

借金の先送り　世代間の不公平�

クラウディング・アウト回避の�
ための資金供給量増加�

インフレ�

財政の硬直化�

高金利�
（及び金利の高止まり）�

クラウディング・アウト�
（民間の設備投資を抑制）�

景気の低迷�
（高金利のマイナスの効果は�
国際経済にも波及）�

日本の財政政策に対する国際的�
信用失墜からくる円の下落�

輸出は増大するが�
輸入インフレ�

国民の生活水準の�
切下げ�

財政赤字の累増�


